添付様式４

補助事業計画書
（１）申請者の概要等　
	１　申請者の概要

	
	企業名：
代表者の役職及び氏名：
住　所：（〒　　　－　　　）
生産機能の有無：（有・無）→有の場合の工程（製造・加工・組立・検査）
（注）事業所の生産機能の有無と、有りの場合は補助事業で行う工程に○を付けてください。
補助事業の実施及び事業完了後の生産が本社の所在地と異なる場合の実施場所
住　所：（〒　　　－　　　）
工程：（製造・加工・組立・検査）
電話番号：
FAX番号：
担当者の役職、氏名及び電話番号：
担当者のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：
資本金（出資金）
千円
設立日
年　月　日
従業員数
（役員含む）
人
（　年　月　日時点）
従業員数の内訳
役員　　　　　　　　人
正規従業員　　　　　人
非正規従業員　　　　人
主たる業種（日本標準産業分類、中分類）：
主要製造品名：

	

	２　経営状況表　※直近２期分の実績を記入してください。

	
	　　　年度（　　　年　月決算）
　　　年度（　　　年　月決算）
売上高
百万円
百万円
経常利益
百万円
百万円
当期利益
百万円
百万円

	

	
	
	


（２）取組分野　※該当する項目に○を付してください。
	取組分野：農業・林業・水産業・食品加工・機械金属・紙・木材加工・防災・その他（　　　　）


（３）事業計画（事業計画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	１　事業の概要（150字程度）

２　事業の背景及び現場の課題
　※今回の取組に至った背景及び現在の課題について記入してください。
　

３　事業の内容及び目的、将来の展望等
４　事業戦略の推進に向けた本事業の必要性
※会社全体の中長期的な事業戦略の実現に向け、本事業を実施する事の必要性を記入してください。

５　市場の動向
　①　製品開発を行って目指す（想定する）市場
②　①の市場規模と現状（客観的な市場調査の結果を記入してください）
③　①の市場の動向（客観的な市場調査の結果を記入してください）
※今後５年程度を目安に記入してください
④　競合他社の状況（客観的な市場調査の結果を記入してください）
※具体的な競合（となりうる）企業の名称や製品の価格、機能等を記入してください
６　販売方針
　①　想定される顧客
　②　販売体制、販売方法等
　
　③　本事業実施により見込まれる売上高等の推移
　
現在
１年目
２年目
３年目
４年目
５年目
合計
(　○.○.○)
(　○.○.○)
(　○.○.○)
(　○.○.○)
(　○.○.○)
　
売上高
　
　
　
　
　
製造原価
　
　
　
　
　
売上総利益
販管費
　
　
　
　
　
営業利益
④　販売予定価格
７　実施体制図及び役割分担
　※関係者が、どのような役割を担うのかを実施体制図上で簡潔に示してください。また、支援機関等からの技術指導を受ける場
　　合も記入してください。
８　スケジュール
９　知的財産及び工業デザイン
　※特許申請状況や関連特許出願状況があれば記入してください。
　※工業デザインについては、特記する事項があれば記入してください。
１０　期待される効果
　①補助事業を行うことで期待される直接的な効果
 　

　②補助事業を行うことで期待される事業戦略を推進する上での効果
③県内企業への受発注の増加又は従業員の新規雇用、賃上げ等、県経済への波及効果
１１　事業体で実施する必要性
※事業体により申請する場合、記入してください。
※それぞれが持つ経営資源の強みを記入するとともに、どのように連携していくかを記入してください。単なる受発注の関係では、事業体での申請はできません。
１２　過去５年以内に、高知県ものづくり産業強化事業費補助金等、国、県等が行う同種の補助金で試作、開発等（本補助金の新事業動向等調査事業を含む。）を行い、補助金を受けた場合の実績等
※複数ある場合も全て記入してください
補助金名称

（○○事業費補助金等）

補助事業実施機関

（高知県○○課等）

実施した補助事業の名称

（○○の開発等）

開発した製品等の名称

補助事業実施期間

(　年.　月～　年.　月）

補助金額（千円）

事業後の販売実績

（個・千円）




　※④⑤以外で空欄がある場合や、「別添参照」のみ記載の項目がある場合は、申請できません
	１３　市場調査(新事業動向等調査事業）、分析の内容
①　開発する製品の市場ニーズ
②　想定販売先へのヒアリング件数と主要先（業種、具体名等）
③　②のヒアリングでの評価（価格の妥当性等）
④　想定エンドユーザーへのヒアリングを行った場合の件数と主要先（業種、属性等）
　⑤　④のヒアリングを行った場合の評価（価格の妥当性等）
　
⑥　製品開発にあたっての技術的課題
　　※技術的課題がない場合は申請できません。
⑦　⑥の解決方法
　⑧　事業完了後、販売するにあたっての課題
⑨　⑧の解決方法
⑩　クリアすべき法令、業界の基準等
⑪　その他調査で得られた成果等



（注）１　項目内容が記載されている計画書であれば様式は問いません。
２　必要に応じて図表等を用い具体的に記入してください。
